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別 紙  

水力発電事業の卸供給料金について 
 

１ 料金算定の仕組み 

水力発電事業の卸供給料金は、卸供給事業を営む事業者と一般電気事業者が契約

により定めるものですが、電気事業法及び関係法令において、国への届出等事業に

係る手続きや具体的な算定方法等が定められています。 

例えば、料金の算定方法について、公共性の高い電力事業を継続的かつ安定的に

経営するため、事業により過大な利益あるいは損失を生じることのないよう、料金

は、事業運営に必要な経費を料金で賄うことのできる「総括原価方式」により算定

することとされており、具体的には、営業費と事業報酬の合計額を基に算出してお

ります。 

 

２ 料金の推移 

企業庁と中部電力㈱は、企業庁が運営している１０カ所の水力発電所について、一

括して長期の「三重県営発電所の電力受給に関する基本契約（平成７年度～平成２１

年度）」を締結するとともに、２年ごとに電力受給契約を結び、料金を更改していま

す。 

なお、平成２１年度は基本契約の最終年となるため、単年度の受給契約となりまし

た。 

年 度 基本料金 

（年額） 

従量料金単価 

（１ｋＷｈ当たり） 

【参考】平均単価 

（１ｋＷｈ当たり） 

１３～１４ ２，６８９百万円 １．２０円 ８．９２円 

１５～１６ ２，４１３百万円 １．２０円 ８．７６円 

１７～１８ ２，１８３百万円 １．２０円 ８．０６円 

１９～２０ １，９４６百万円 １．２０円 ７．６９円 

２１(現行) １，８５４百万円 １．２０円 ７．４８円 

 

基本料金：供給電力量に影響されない料金 

従量料金：供給電力量に基づき算定される料金 

 

３ 契約更改の状況 

平成２２、２３年度の料金については、平成２１年１２月に企業庁から中部電力㈱に提

案を行い、３月上旬に協議が整ったことから合意した料金を電気事業法に基づき経

済産業省に届けており、年度内に新料金が確定する見込みです。 

   届出中の料金 

年 度 基本料金 

（年額） 

従量料金単価 

（１ｋＷｈ当たり） 

【参考】平均単価 

（１ｋＷｈ当たり） 

２２ ２，０４４百万円 １．２０円 ８．０９円 

２３ １，７９９百万円 １．２０円 ７．２７円 
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Ⅱ－１ 市水道事業への一元化について〔伊賀水道〕 
 
１ 伊賀水道一元化に向けた取組状況 

（１）伊賀水道用水供給事業の運営状況 

   平成２１年４月から伊賀水道用水供給事業の浄水施設等の維持管理業務を伊賀

市に委託するとともに、市へ派遣した企業庁職員２名が市職員に対しＯＪＴを行い

ながら、安全・安定供給に努めています。 

  【給水実績】                              （単位：㎥／日） 

21 年 4 月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 

9,847 10,549 10,690 11,116 11,188 11,143 11,055 11,197 11,005

 

22 年 1 月 ２月 平均 

12,035 13,205 11,185 

※１ 給水障害等は発生していません。 

※２ 水源である川上ダムは建設中であることから、平成２０年１月に暫定豊水水利権 

  0.157㎥/s(13,493㎥/日）を確保したうえで、平成２１年４月から給水を開始していま

す。平成２２年４月からの暫定水利権については、0.187㎥/s（16,071㎥/日）を確保

しています。 

 

（２）平成２２年４月からの一元化実施に向けた諸手続等 

 ○ 市に譲渡する施設や土地等に係る固定資産台帳の作成を完了しました。 

（主な施設：浄水場、ポンプ所６箇所、調整池３箇所、送水管約８０km、土地：約 

８７千㎡） 

 ○ 国庫補助事業により取得した財産の処分について、昨年１１月に厚生労働省の承

認を得ました。（補助金等適正化法上の手続） 

 ○ 水道法の規定に基づき県営水道事業の廃止について、事務手続きを進めていま

す。 

○ 今定例会（２月会議）において、「三重県公営企業の設置等に関する条例」等関

係条例の改正案及び地方公営企業法の規定（重要な資産処分）に基づく資産の処

分にかかる平成２２年度当初予算案を提出しました。 

  

 

２ 今後の対応  

○  関係議案について、議会の承認をいただいたうえで速やかに市と資産の譲渡

契約を締結し、４月１日に譲渡します。 

○  譲渡後も下記のとおり必要に応じて、企業庁から随時技術支援を行います。 

・ 中央監視システムについて、技術的に困難な故障が発生した場合やシステム

変更の必要が生じた場合 

・ 今後の取水量の増加に伴い稼働する一部設備（現在は未稼働）の試運転を行

う場合 
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Ⅱ―２ 市水道事業への一元化について〔志摩水道〕 
 

１ 志摩市との一元化の協議状況 

    一元化の実施時期を１年延期（平成２２年４月→平成２３年４月）する方向で志摩市と

主な課題の整理を行っています。 

   ・平成２２年度の志摩市からの職員派遣に関する諸条件 
   ・一元化後の事業運営に必要な「ダム管理主任技術者」などの資格の取得方法 
     

    
２ 今後の対応 

（１）基本合意の変更について 

県と市が平成２１年３月３０日に締結した基本合意書について、３月中を目途に一

元化実施時期を変更する予定としています。 
 

（２）一元化に向けた諸手続きの継続 

 固定資産及び公営企業債の名義変更や水道法に基づく事業変更認可手続きな

ど、現在進めている業務を引き続き実施します。 

 

（３）技術継承等 

・ 市からの派遣職員については、設備やダムの操作・維持管理、水質管理及び財

務管理など、志摩水道の業務全般に携わり実践的な研修を受けて頂くことにより

技術継承を進めます。 
・ 市と共に既存施設の詳細について調査・確認を行うとともに、市に対して改良

計画について十分説明を行っていきます。 

・ 南勢水道からの遠方監視装置の設置等、一元化までに必要な工事を実施します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎志摩市水道事業への一元化に向けたスケジュール

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

（ア）
固定資産・公営企業債の名義変更

国庫補助事業に係る財産処分の協議

（イ）
施設改良

浄水場運転管理業務委託

（ウ）
事業認可の変更

公営企業の設置等に関する条例の改正

（エ）地方公営企業法による資産処分

（オ）資産の譲渡契約

南勢志摩
水道用水供給事業

項 目
平成２１年度 平 成 ２ ２ 年 度 平成２３年度

志摩水道分減量

施設改良、市職員への技術継承等

志摩市
水道事
業へ一
元化

規模縮小

一元化基本
合意の変更

条例改正

当初予算

譲渡契約
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Ⅲ 水力発電事業の民間譲渡について 
 

１ 地域貢献に関する課題の状況 

（１）確認書における地域貢献の取組課題 

平成２１年３月３０日付で中部電力㈱と締結した「三重県企業庁水力発電事業の

譲渡・譲受に関する確認書」における地域貢献の取組課題１４項目（別紙１参照）

のうち、１１項目は譲渡後も継続することで合意しています。 

また、合意に至っていない３項目については、協議を続けているものの中部電

力㈱への継承は困難な状況となっています。 

①緊急発電放流 

宮川ダムから三浦湾への緊急発電放流については、発電事業者が地域貢献の

一環として実施するものとして、中部電力㈱と協議を行ってきたところです。 

しかし、中部電力㈱からは高濁水により宮川第一・第二発電所の発電設備が

破損するリスクはゼロではないこと、また、治水対策は県の役割であることな

どから、受け入れられないとの見解が示されています。 

②森林環境保全事業及び奥伊勢湖環境保全対策 

森林環境保全事業は、三重県が実施する森林環境創造事業に対して、水源涵

養による保水力の向上、濁水の防止等の効果が期待できることから、平成１３

年度以降、宮川ダム上流域を対象とし、さらに、平成１９年度以降は三瀬谷ダム

上流域まで対象を拡大し、県補助金相当額（毎年約３千万円）を企業庁が負担

しています。 

また、奥伊勢湖環境保全対策は、三瀬谷ダム湖にゴミや流木が流れ込むのを

防止することを主な目的に、大台町と企業庁で構成する奥伊勢湖環境保全対策

協議会を設置し、必要な負担を行い、事業を実施しています。 

これらの事業についても、発電事業者が地域貢献の一環として実施するもの

として、中部電力と協議を行ってきたところです。 

しかし、中部電力㈱からは森林環境保全事業、奥伊勢湖環境保全対策につい

ても民間電気事業者の役割を超えるものであり、受け入れられないとの見解が

示されています。 

 

（２）灌漑補給の取組 

灌漑補給の取組については、確認書において、現在の運用を継続するとして

中部電力㈱と合意しています。 

なお、東海農政局が平成１３年に国営宮川用水第二期土地改良事業の水利権を

取得するにあたって、関係水利権者である企業庁が提示した「宮川ダムのかん

がい補給容量７，５００千㎥を超えて放流する場合は、東海農政局長の負担とする」

（別紙２下線部参照）との同意条件について、中部電力㈱からは、譲渡後に関係

者との間で問題が生じないよう、県で整理するよう求められています。 

このため、同意内容の趣旨や現状の運用などを踏まえ、同意条件を見直した

うえで譲渡することとしており、東海農政局など関係者と協議を行っています。 
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２ 設備・用地・権利関係 

（１）設備関係 

老朽化設備の前倒し補修など、課題の解決に向けて引き続き計画的に進めて

います。 

宮川第三発電所の建屋クラックについては、改修方法や施工分担等について、

協議しており、また、維持管理上必要な設備図書の整理については、中部電力

㈱の設備図書を参考に、譲渡後の維持管理に支障とならないよう順次整理を進

めています。 

さらに、県で取替・処分することとした使用中のＰＣＢ含有大型変圧器（５台）

については、取替にあたっての設計委託の内容などについて協議を始めていま

す。 

 

  <主な設備改修課題> 

・鉄管塗装等、老朽化施設の前倒し補修 

・ＰＣＢ含有変圧器等の取替、宮川第三発電所のクラック、漏水補修等 

・中部電力㈱が必要としない不要設備の整理 

 

（２）用地・権利関係 

境界確認、用地測量、用地境界杭設置、管理用図面等の作成業務を引き続き

進めています。また、未登記の解消、発電所敷地内の国有地の払い下げ・付け

替え等についても、譲渡までに実施できるよう進めています。 

用地境界確認作業は、平成２２年２月末時点で全１，２２９筆のうち１，１７３筆  

〔９５．４％〕の確認が終わっています。 

また、未登記物件１９筆のうち４筆については、処理が完了しました。 

 

 

３ 譲渡価格 

譲渡価格の考え方については、資産や収益性の観点、他県での譲渡事例、専門

家の知見など、様々な要素を踏まえ、関係部局と連携して検討しています。 

中部電力㈱との譲渡価格の協議については、双方の譲渡価格に対する考え方につ

いて協議しています。 

 

 

４ 譲渡目標時期 

譲渡目標時期を平成２２年度末とした場合、中部電力㈱が津市の給電制御所に譲

渡された１０発電所の運転監視システムを順次取り込むまで、三瀬谷発電所での運

転監視システムを使う必要があります。 

こうした中で、中部電力㈱が運転監視システムを整備する間、県による派遣や受

託で対応してほしいと要望がありましたが、法律の制約などにより対応できないこ

とから、システム整備期間に合わせて、平成２２年度末から３～４年程度延ばすこと

として、システム整備の方法、業務継承の方法などについて中部電力㈱と協議を進

めています。 
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 【協議内容】 

 

 

５ 今後の対応 

（１）地域貢献に関する課題 

緊急発電放流については、実施は極めて困難な状況であり、県としては引き

続き努力していきますが、関係市町に対してはこうした状況を十分に説明して

いきます。 

また、森林環境保全事業や奥伊勢湖環境保全対策についても、受け入れが困

難な状況ですが、これまでの経緯を踏まえ、中部電力と引き続き協議していき

ます。 

 

（２）譲渡価格 

譲渡価格については、公平性、透明性を担保できる適切な譲渡価格となるよ

う、引き続き専門家の助言などを得ながら進めるとともに、収益性を考慮して

事業価値の評価を行うなど、具体的な譲渡価格を算定していきます。 

また、中部電力㈱とは、譲渡価格について引き続き協議を進めていきます。 

 

（３）今後のスケジュール 

譲渡目標時期を平成２２年度末から３～４年程度延ばすこととしましたが、中部

電力㈱が運転監視システムの整備に着手するにあたっては、譲渡譲受に関する

基本的な事項（譲渡譲受に係る範囲・時期・価格等）について合意が必要なこ

とから、平成２２年度の早い段階で、この合意ができるよう進めていきます。 

 

課題 中部電力㈱の考え方 県の考え方 

運転監視

システム

の整備 

・ 津市の給電制御所で運転監視する

ためのシステムを整備する間(３～
４年程度)、現在の三瀬谷発電管理事

務所のシステムを使用する。 
・ この間、県職員の派遣または県へ

の受託で対応したい。 

・ 譲渡後の業務継承に職員の

派遣は法上不可能であり、受

託することも業務の性格上

困難である。 

ＰＣＢ含有

変圧器 

・ 機器劣化や社内基準等から取替時

期にきている。 
・ 県で取替処理後に譲受したい。 

・ 当面の使用は可能。 
・ 平成 22 年度末までの取替 

は不可能 



 

H21.3.30付「三重県企業庁水力発電事業の譲渡・譲受に関する確認書」別紙２ その１ 

地域貢献の取組の課題と対応方針 

課                  題 

項   目 内         容 
対  応  方  針 

１ 宮川の流量回復 

○宮川ルネッサンス事業が取り組む宮川の流量回復に対して、水利使用規則に定められた宮川ダムか

らの河川維持放流量（毎秒0.37㎥）に、発電用貯留水から毎秒0.13㎥を上乗せした毎秒0.5㎥の放流

を平成18年4月から実施している。 

○流域関係市町からの更なる流量回復への要望や、県議会「宮川プロジェクト会議」における議論の

内容を踏まえ、甲は「流量回復についての基本姿勢（案）」に基づき対応していくこととし、その

中で新たに「粟生頭首工直下で毎秒３㎥を下回る場合、宮川ダムから年間1,000万㎥を限度に放流す

る」方針としたところ、県議会からもこの方針を尊重する旨の提言が出された。 

○宮川ダムからの毎秒0.5㎥の放流を継続する。 

○今後放流に係る運用ルールを定め、流量回復として年間1,000 万m3を限度に放流することとする。

①宮川ダムにおける事

前放流等 

○治水上必要と判断される場合には、洪水調整容量を多く確保するために発電容量を含めた事前放流

を実施できるとする内容の覚書及び確認事項を宮川ダム管理者と交換し、運用について協力してい

る。 

○宮川ダム放流時は、三瀬谷ダムも連携し、ダム水位を事前に低下させる運用を行っている。 

○事前放流の協力について、覚書に基づき現在の運用を継続する。 

○宮川ダム放流と連携した三瀬谷ダムの運用を継続する。 

②三浦湾への緊急発電

放流 

○H16年度の災害時の出水と同規模の出水が発生した場合には、宮川第一、第二発電所において、緊急発

電放流を行うための運用方法を検討する。 
○緊急発電放流について引き続き協議していく。 

２ 

治

水

機

能

の

確

保 
③三瀬谷ダム湖内の砂

利採取 

○河川管理者が許可した砂利採取業者が行う砂利採取に対して、ダム運用に支障のない範囲で協力し

ている。 
○ダム運用に支障のない範囲で協力を継続する。 

３ 
灌漑補給 

（三瀬谷ダム、宮川ダム） 

○宮川ダム建設時や三瀬谷ダム建設時に締結された協定に基づく運用を行っている。 

○渇水時には、宮川渇水調整協議会の調整などに基づくダムや発電所の運用を行っている。 

○協定に基づき現在の運用を継続する。 

○渇水時には、渇水協議会での調整結果に基づく運用を行う。 

４ 三瀬谷ダムの工業用水 ○南伊勢工業用水道事業を廃止することとし、関係市町の同意を得ている。 ○南伊勢工業用水道事業の廃止手続きを進め、三瀬谷ダムは発電専用ダムとして運用する。 

５ 森林環境の保全 ○甲が実施する森林環境創造事業に対して、乙は宮川ダム上流域等の県補助金額を負担している。 
○甲が今後事業を継続していくために必要な財源が確保できるよう、一時金として対応することに

ついて引き続き協議していく。 

６ 稚鮎の放流（三瀬谷ダム） 
○三瀬谷ダム建設時に漁協と交換した覚書に基づき、補償として鮎放流に対する経費負担を行ってい

る。 
○覚書に基づき現在の補償を継続する。 

７ 
三浦湾漁場環境の保全 

（濁水調整） 

○宮川第一、第二発電所の濁水時の発電運用に関しては、協定に基づき、濁水時には発電を停止する

運用を行っている。 
○協定に基づき現在の運用を継続する。 

８ 三瀬谷ダムの流木除去 ○ダム運用に支障とならないよう、乙は必要に応じ流木除去を実施している。 ○ダム運用に支障とならないよう、必要に応じ流木除去を継続する。 

①三瀬谷ダム湖の 

 漕艇場 
○三瀬谷ダムの湖面使用について、協定に基づきダム湖を漕艇場として開放している。 ○協定に基づき現在の運用を継続する。 

９ 

関

連

施

設 
②三瀬谷ダム堰堤の 

 自動車通行 

○三瀬谷ダム堰堤が、自動車通行可能な地域住民の生活道路として利用できるよう、設備解放を行っ

ている。 
○協定に基づき現在の運用を継続する。 

10 三瀬谷ダム下流の濁水対策 
○三瀬谷ダム下流の濁水の漁業への影響について、関係者から一定の対策を求められており、ダム管理者

として今後の対応を検討している。 
○関係者と調整した対策を継続する。 

11 
奥伊勢湖環境保全対策協議

会への参画 
○奥伊勢湖環境保全対策協議会に参画している。 ○参画継続について引き続き協議していく。 

 

別紙 １ 

- 11 - 
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Ⅳ ＲＤＦ焼却・発電事業について 
 

１ 施設の運転状況 

三重ごみ固形燃料発電所は、４ヶ月毎にボイラの定期点検を実施するなど、安全

確認を行いながら、運転を行っています。引き続き、施設の安全管理に万全を期し、

安全・安定運転に努めます。 

 

○ ＲＤＦ処理状況（平成２１年４月～平成２２年２月） 

ＲＤＦ搬入量： ４２，３６７㌧   （前年同期比５．９％減） 

供給電力量  ： ４２，９４５千ｋＷｈ（前年同期比７．７％減） 

場外処理量  ：      ０㌧  

（参考）前年のＲＤＦ処理状況（平成２０年４月～平成２１年２月） 

ＲＤＦ搬入量： ４５，０２２㌧  

供給電力量 ： ４６，５２３千ｋＷｈ 

場外処理量 ：     ０㌧ 

◎年間の運転スケジュールについては１９ページ参照 

 

 

２ 平成２９年度以降のＲＤＦ焼却・発電事業のあり方について 

  ＲＤＦ運営協議会に「あり方検討作業部会」を設置し、事業を継続する場合の諸課

題について検討を行い、一定の方向性を得るよう市町と協議を進めています。 
  平成２２年２月１７日に第７回あり方検討作業部会を開催し、市町意向調査の結果等

を踏まえ協議を行い、平成２９年度以降、継続する際の課題【参考３】１３項目中の①②

③について、以下のとおり市町の意向をとりまとめ、今後、理事会で確認を行うこ

ととしました。 
   
１ 平成２９年度以降の参画市町について 

 平成２９年度以降、県内５製造団体（１３市町）での新たな枠組みにおいて、ＲＤＦ焼

却・発電事業を継続する。 

２ 平成２９年度以降の継続期間について 

  各製造団体においては、地元との立地協定などそれぞれの地域の状況から４年程

度の継続を考えている団体や１０年以上の継続を考えている団体がある。 
  このことから、各団体の意向を踏まえ、平成２９年度以降の継続期間については、

早急に結論を出すように努める。 

３ 継続期間中の離脱ルールについて 

  上記１及び２の意向を踏まえ、新たな枠組みでの離脱のルールについて、引き続き

検討を行うこととする。 
 
引き続き、事業主体や費用負担等の残り１０項目について、あり方検討作業部会にお

いて協議を行い、概ね平成２２年度末を目途に、事業のあり方について合意が得られる

よう市町と県が協力して取り組みます。 
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３ 訴訟経過 

ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故に係る富士電機システムズ㈱と富士電機ホールディングス

㈱を相手方とする損害賠償請求訴訟については、これまでに口頭弁論が５回、準備

的口頭弁論注）が１３回開かれ、現在も継続して審理が行われています。 

次回は、平成２２年５月２０日に第１４回準備的口頭弁論が開かれる予定です。今後、

弁護士とも十分相談し、適切に対応していきます。 

 

  【経緯】  

  ・口頭弁論 

第１回（平成１８年９月７日）～第５回（平成１９年８月２日）開催 

  ・準備的口頭弁論 

第１回（平成１９年１１月１日）～第１３回（平成２２年３月４日）開催 

 

  【今後の予定】  

第１４回準備的口頭弁論 平成２２年５月２０日 開催予定 

（注）準備的口頭弁論とは、争点及び証拠の整理などのために行う口頭弁論の

一種です。 

   【参考】民事訴訟の損害賠償請求額について 

県側         ：２２億５，６５３万４，６７２円 

富士電機システムズ側 ：３１億５，４０８万  ５６８円 
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【参考１】ＲＤＦ運営協議会「あり方検討作業部会」の開催状況 

○ 第１回あり方検討作業部会（平成２０年１２月２５日） 

・部会構成の決定 

・ＲＤＦ焼却・発電所の視察 

・検討課題等に対する意見交換 

 

○ 第２回あり方検討作業部会（平成２１年３月２７日） 

・ＲＤＦ焼却・発電施設維持管理費等調査業務委託の概要説明 

・平成２９年度以降ＲＤＦ焼却・発電事業を継続する際の課題整理 

 

○ 第３回あり方検討作業部会（平成２１年７月２３日） 

・焼却・発電施設の維持管理費の現状の説明 

・作業部会の今後の進め方 

 

○ 第４回あり方検討作業部会（平成２１年１１月２６日） 

・ＲＤＦ焼却・発電施設維持管理費等調査結果の概要説明 

・他処理方式の施設建設費用及びＲＤＦ運賃コストの説明 

 

○ 第５回あり方検討作業部会（平成２１年１２月２５日） 

・ＲＤＦ焼却・発電施設維持管理費等調査委託報告書の精査 

・市町意向調査（アンケート）について 

 

○ 第６回あり方検討作業部会（平成２２年１月２８日） 

・ＲＤＦ焼却・発電施設維持管理費等調査委託報告書の検討 

・市町意向調査の結果について 

 

○ 第７回あり方検討作業部会（平成２２年２月１７日） 

・市町意向調査の取りまとめについて 

・ＲＤＦ焼却・発電事業を継続する際の課題検討について 
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【参考２】三重県ＲＤＦ運営協議会「あり方検討作業部会」意向調査結果 

 

団体名 意向 継続期間 

継続したい １０年以上延長希望 桑名広域

清掃事業

組合 

理由：施設の長寿命化は、新たな施設を更新する場合と比較して、建設及び維

持に係る総コストの低減をはかることができると考えるため。 

継続したい ４年程度延長希望 伊賀市 

理由：協定による施設稼働の期限が平成３３年３月３１日であるため。 

継続したい ４年程度延長希望 香肌奥伊

勢資源化

広域連合 

理由：当広域連合は、県のＲＤＦ化構想に基づいたＲＤＦ施設を整備するため、

平成１３年度から平成３２年度の２０年間の計画で建設地区の同意を得て  

ＲＤＦ施設を整備し、現在に至っている状況である。 

   その当時、県からはＲＤＦ発電所の事業が１５年間のモデル事業であるこ

との説明もなくＲＤＦ事業が進んできた中、突然、平成１９年度において平

成２９年度以降は県においてＲＤＦ焼却・発電事業は行わないとの提案があ

った。 

   この状況において当広域連合としては、県の提案する平成２９年度以降の

ＲＤＦ事業への参加・継続という考え方とは違い、建設地区との協定による

２０年間の使用期限となる平成３２年度までは当広域連合のＲＤＦ事業計画と

なっている。 

   このため、三重県下のＲＤＦ製造団体が存続する限りは、県において責任

を持ってＲＤＦ焼却・発電事業を実施する義務があるものと考える。 

継続する考えはない  志摩市 

理由：平成２６年４月以降、鳥羽志勢広域連合により建設される新施設にて処理

する予定である。また、それまでに財政上の諸課題に対処するためと行政

改革の一環として、他の施設に統廃合し、ＲＤＦ施設を閉鎖するため準備中

である。 

継続したい  紀北町 

理由：ごみ処理については、現在当町ではＲＤＦ処理施設以外の処理方法がない

ため、当面の間、三重県が主体となって運営していただきたい。 

継続したい １０年程度延長希望 

ただし、２９年度以降も県が事業主体となることが条件 

南牟婁 

清掃施設

組合 理由：１．２９年度に建設費の起債償還が終了するが、すぐに新しい施設を建設

することは難しい。 

２．ＲＤＦ化施設建設費に高額を投じているので、できる限り延命化させ

たい。 
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【参考３】２９年度以降ＲＤＦ焼却・発電事業を継続する際の課題について 

 
（１）事業計画期間について 

① 事業計画期間を何年程度延長するのか。 
 
（２）ＲＤＦ量について 

② ２９年度以降の各市町のごみ処理状況がどのようになるか。ＲＤＦ化を継続する

市町がどれくらいあるか。 
③ ＲＤＦ化施設（もしくは構成市町）が事業期間途中で離脱する場合のルールを

決めておく方が良いのではないか。 
 
 
（３）施設等について 

④ 焼却・発電施設が法定耐用年数を迎えるため、更に継続するための追加投資を

どうするか。（また、その改修期間中のＲＤＦ処理をどうするか。）。 
⑤ ＲＤＦ焼却・発電施設の延長期間中の所有権及び終了した場合の撤去費用をど

うするか。 
⑥ 改修期間中（または２９年度以降）のＲＤＦの受入先をどのように確保するのか。 

 
（４）維持管理について 

⑦ 富士電機システムズ㈱との現行の委託契約は、２９年３月末までとなっているた

め、その後の管理委託について、どのような体制をとるか。 
⑧ ２９年度以降の維持管理費は、現行と同程度の金額で契約ができるか。どのよ

うなＲＤＦ処理委託料の設定ルールとするか。 
⑨ 市町による適切な経費のチェック方策をどのようにとるか。 
⑩ ＲＤＦの運搬コストの低減方法がないか。 
⑪ 行政直営での事業実施が可能か。 

 
（５）事業全般について 

⑫ 県と市町の役割分担をどのようにするのか。 
⑬ ＲＤＦ処理とその他の処理との経費比較が必要ではないか。 

 
（注）⑥、⑨～⑬の６項目は、平成２１年３月２７日「第２回あり方検討作業部会」によ

り追加されたものです。 
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【参考４】ＲＤＦ焼却・発電施設の用地について 

 

（１）経緯 

ＲＤＦ焼却・発電施設の用地（以下「ＲＤＦ用地」という。）については、県と桑名広

域清掃事業組合（以下「桑名広域」という。）との間で、平成９年３月２６日に「ＲＤＦ

化構想に関する確認書」を締結し、県が桑名広域から斡旋を受け、有償で取得する

こととしました。 

桑名広域は、ＲＤＦ用地を含む地域が公図混乱地域であることから、土地区画整理

事業の中で、事業用地の確保を図ることとしました。 

しかし、具体的な土地区画整理事業の進捗がなかったことから、土地取得の目処

が立たなくなり、ＲＤＦ施設建設にあたり、桑名広域は将来の区画整理事業を前提に

して直接地権者から用地を取得または借地し、造成事業に着手しました。 

現時点において県はＲＤＦ用地を取得しておらず、企業庁が現在まで、桑名広域か

ら無償で借地をしている状態となっています。 

 

（２）最近の状況 

平成２１年１２月１５日に、土地区画整理法に基づき「桑名市多度力尾土地区画整理

組合」が設立の認可を受け、同組合が仮換地指定に向け、全地権者に対し工事着手

同意の取得や面積確定、砂防法等の各種法手続きを進めるなど、土地区画整理事業

の具体的な進捗が見られます。 

  このため、関係部が中心となり、土地区画整理事業の進捗状況を見極めながら、

用地の取得時期や価格について、桑名広域と調整を行なっているところです。 
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Ⅴ 「三重県企業庁中期経営計画」の一部改定について 

 
１ 改定の趣旨 

「三重県企業庁長期経営ビジョン」の経営目標の達成に向け、「三重県企業庁

中期経営計画」（平成１９年１１月策定）に基づき、企業庁のあり方の具体化による

経営改善など「安全・安定」供給に係る具体的な取組を進めてきたところです。 
  平成２１年３月には、それまでの取組の進捗状況などを踏まえ、「中期経営計画」

の一部について見直しを行ったところですが、今回、志摩水道の一元化及び水力

発電事業の民間譲渡に係る目標時期を延伸して取り組んでいることなどから、

「中期経営計画」の一部を改定します。 
 
２ 主な改定内容 

（１）志摩市水道事業への一元化 

平成２１年３月に志摩市と締結した「志摩市水道事業への一元化に関する基本

合意書」について、３月中を目途に、一元化の実施時期を平成２３年度とする変

更を行う予定としていることから、それに合わせて一元化の実施時期及び今後

の取組内容を変更します。 

【変更点】 
   ①一元化の実施時期：平成２３年４月１日 

   ②今後の取組内容 ：志摩市からの派遣職員を受け入れ、技術継承等を行う      

             とともに、引き続き、固定資産及び公営企業債の名義 

             変更など一元化に向けた諸手続きを進めます。 

 
（２）水力発電事業の民間譲渡 

平成２１年３月に「三重県企業庁水力発電事業の譲渡・譲受に関する確認書」

を締結し、平成２２年度末を譲渡目標として、中部電力㈱と協議を進めてきまし

たが、確認書締結後に新たに提起された課題（運転監視システムの整備など）

に対応するため、譲渡目標時期を３～４年程度延伸することとしたことから、今

後の取組内容を変更します。 

【変更点】 
   ①今後の取組内容：平成２５～２６年度の譲渡に向け、知事部局と連携して中

部電力㈱と交渉を行い、平成２２年度の早い段階で譲渡譲

受に関する基本的な事項の合意を得ていきます。 

            
（３）ＲＤＦ焼却・発電事業の新たな運営主体への移管 

      水力発電事業の譲渡目標時期について、３～４年程度延伸することとしたこと

から、今後の取組内容を変更します。 

  

【変更点】 
 ①今後の取組内容：ＲＤＦ焼却・発電事業については、水力発電事業の譲      

渡まで、附帯事業として企業庁で運営を行います。      
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（４）収支計画 

事業別の収支計画については、平成２０年度までは決算、２１年度は決算見込

み、２２年度は当初予算を反映した形で整理します。 
 
３ 今後の進め方 

改定内容については、関係機関とも調整を行い、本年度末までに確定する予定

です。 
なお、確定後は、企業庁ホームページで公表していきます。 
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(参考)事業別収支計画 

１ 水道用水供給事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

単位：百万円

H18年度
（決算）

H19年度
(決算)

H20年度
(決算)

H21年度
(決算見込)

H22年度
(当初予算）

営業収益 10,675 10,773 10,675 11,732 9,877

営業外収益 542 621 453 276 233

特別利益 4 0 0 0 0

収入計 11,221 11,394 11,128 12,008 10,110

営業費用 7,677 7,787 7,721 8,659 8,045

営業外費用 2,413 2,266 1,826 1,621 1,318

特別損失 9 0 0 26 5,179

費用計 10,100 10,053 9,547 10,307 14,544

純利益 1,121 1,341 1,581 1,701 △ 4,432

企業債 7,514 4,487 14,007 885 624

国庫補助金 1,035 1,943 2,262 157 178

出資金 2,737 3,683 4,132 2,119 2,190

その他収入 13 55 155 0 9

収入計 11,298 10,168 20,557 3,161 3,001

建設改良費 4,673 8,344 9,346 2,384 2,681

償還金 12,023 7,334 15,748 7,491 5,997

支出計 16,696 15,678 25,094 9,876 8,677

資本的収支不足額 △ 5,397 △ 5,510 △ 4,538 △ 6,714 △ 5,676

前年度末内部留保資金 11,262 11,480 11,792 13,372 12,658

純利益 1,121 1,341 1,581 1,701 △ 4,432

当年度分損益勘定留保
資金等

4,494 4,481 4,537 4,299 9,167

資本的収支不足額 △ 5,397 △ 5,510 △ 4,538 △ 6,714 △ 5,676

単年度資金収支 218 312 1,580 △ 714 △ 941

当年度末内部留保資金 11,480 11,792 13,372 12,658 11,717

※四捨五入のため合計が合わない場合がある。

※収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み。

収
益
的
収
支

区          分

資
本
的
収
支

資
金
収
支
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２ 工業用水道事業 

単位：百万円

H18年度
（決算）

H19年度
(決算)

H20年度
(決算)

H21年度
(決算見込)

H22年度
(当初予算）

営業収益 6,153 6,244 6,274 6,121 6,014
営業外収益 48 101 125 75 56
特別利益 0 0 0 0 31

収入計 6,201 6,345 6,399 6,196 6,101
営業費用 4,920 4,693 4,772 4,821 5,043
営業外費用 788 747 702 660 622
特別損失 94 52 18 372 80

費用計 5,802 5,492 5,493 5,853 5,745
純利益 400 853 906 343 356
企業債 1,037 0 700 613 1,247
補助金 314 155 109 119 264
出資金 1,534 1,440 1,354 1,328 1,316
その他収入 0 3 87 5 32

収入計 2,885 1,598 2,250 2,065 2,859
建設改良費 3,059 1,742 2,472 2,013 3,413
償還金 2,354 4,264 2,104 2,941 3,657

支出計 5,413 6,006 4,576 4,954 7,070
資本的収支過不足額 △ 2,527 △ 4,408 △ 2,327 △ 2,889 △ 4,211
前年度末内部留保資金 13,066 13,774 12,814 13,952 14,118
純利益 400 853 906 343 356
当年度分損益勘定留保
資金等

2,835 2,595 2,559 2,712 2,354

資本的収支不足額 △ 2,527 △ 4,408 △ 2,327 △ 2,889 △ 4,211
単年度資金収支 708 △ 960 1,138 166 △ 1,501
当年度末内部留保資金 13,774 12,814 13,952 14,118 12,617

※四捨五入のため合計が合わない場合がある

区          分

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
金
収
支

※収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み
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３ 電気事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：百万円

H18年度
（決算）

H19年度
(決算)

H20年度
(決算)

H21年度
(決算見込)

H22年度
(当初予算）

営業収益 2,512 2,199 2,330 2,148 2,210

附帯事業収益 764 820 756 763 842

営業外収益 377 28 27 18 18

特別利益 80 44 0 0 0

収入計 3,733 3,092 3,113 2,929 3,070

営業費用 1,910 2,023 1,921 1,880 2,215

附帯事業費用 973 1,077 1,009 1,254 1,104

営業外費用 678 280 244 215 188

特別損失 72 0 0 0 59

費用計 3,633 3,381 3,174 3,349 3,566

純利益 100 △ 289 △ 61 △ 420 △ 496

1,573 1,862 1,923 2,343 2,419

企業債 0 0 0 0 0

補助金 18 32 3 0 0

長期貸付金償還金 98 90 68 57 47

その他収入 33 186 0 0 162

収入計 149 309 71 57 209

建設改良費 288 689 67 64 50

償還金 595 574 601 555 554

支出計 883 1,263 668 620 604

資本的収支不足額 △ 734 △ 954 △ 597 △ 563 △ 395

前年度末内部留保資金 3,072 3,275 2,714 2,795 2,132

純利益 100 △ 289 △ 61 △ 420 △ 496
当年度分損益勘定留保
資金等

837 682 739 320 729

資本的収支不足額 △ 734 △ 954 △ 597 △ 563 △ 395

単年度資金収支 203 △ 561 81 △ 663 △ 162

当年度末内部留保資金 3,275 2,714 2,795 2,132 1,970

区          分

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

資
金
収
支

当年度末未処理欠損金

※四捨五入のため合計が合わない場合がある。

※収益的収支は税抜き、資本的収支は税込み。




